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 第三に、生殖補助技術（assisted reproductive technology: ART）に伴う医師の権利
と責任を、綿密に吟味する必要がある。今日的な問題の一つに、体外受精に関わる
医師の責任として、将来の子どもの福祉を考慮に入れるべきかという問題があるが、
それは、障害のある子どもをもつ可能性の高い夫婦に、着床前診断を「強制的に」提
供することになってしまうに違いない（「遺伝的危険性があるため、着床前遺伝子診断
を受けなければ、あなたに体外受精を施すことはできない」など）。 
 最後に、着床前診断は、顕微授精、生殖細胞系の治療、生殖のための胚クローニ
ングと切り離して考慮されるべきではない。最近、アメリカのある研究チームが、体外
受精と着床前診断の成功率を上げるために、「健康な」胚をクローニングしようとした。
「予防的」倫理学は将来を見越して、関連する倫理問題の研究を進める必要がある。 
 おわりに 
 
 以上が、着床前診断の問題点をめぐる議論の要旨である。ところどころで短い私見
を加えたが、できるかぎり原文に忠実な翻訳、要約を心がけた。 
 Mieth 氏の見解の骨子は、着床前診断の倫理的評価の基礎となる経験的研究の重
要性が、箇条書きで示される箇所にあるだろう。ただこの研究は、経験を必要とする
かぎり、個々の研究者の価値観に大きく影響される。そうした研究に基づく倫理的評
価が、診断の対象となる夫婦の価値観、あるいは子どもの生命の質や遺伝病、障害
をめぐる社会の価値観とどのように関わるのかが問われなければいけないだろう。 
 未解決の問題の筆頭に挙げられるヒト胚の扱いについて、Mieth 氏の母国ドイツで
は、「胚保護法」で規定されている（1990 年制定。1991 年より施行）。そのなかで、「診
断」を目的とした胚の作成、つまり着床前診断は禁止されている（第６条）。着床前診
断が優生学的処置と捉えうるからで、ドイツの歴史感覚に照らしてみると、必然的な
姿勢であろう。多様な歴史的背景をもつヨーロッパの国々で、着床前診断に対する統
一的見解を得るために、はたしてどのような議論が繰り広げられていくのか、注目し
続けたい。 
 
 
 
